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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第156期 

第１四半期 
連結累計期間 

第157期 
第１四半期 

連結累計期間 
第156期 

会計期間 
自 平成26年１月１日 
至 平成26年３月31日 

自 平成27年１月１日 
至 平成27年３月31日 

自 平成26年１月１日 
至 平成26年12月31日 

売上高 （百万円） 6,538 6,439 29,580 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △170 375 1,518 

四半期（当期）純利益又は四半期純

損失（△） 
（百万円） △113 203 802 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △357 559 1,305 

純資産額 （百万円） 35,156 36,833 36,690 

総資産額 （百万円） 54,764 55,879 57,114 

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額又は四半期純損失金額（△） 
（円） △1.00 1.79 7.06 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 55.1 56.7 55.2 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第156期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第157期第１四半期連結累計期間及び第156期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態及び経営成績の状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

 

(1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動減が長

く尾を引いたものの、円安による外需関連企業の収益の押し上げと、雇用環境の改善から総じて

景気は緩やかな回復基調が続きました。 

また、世界経済は、米国ではシェールガス事業の鈍化がありながらも住宅着工件数などにおい

て堅調に推移し、欧州でもロシア・ギリシャ経済の不透明さは残るものの、景気に持ち直しの動

きが見られ、アジアでは、インドは景気減速が続くものの、中国は緩やかな景気拡大を続け、韓

国、台湾は景気の持ち直しが見られました。 

このような状況の中、当社グループを取り巻く事業環境は、一部に需要回復の兆しはあるもの

の、依然厳しい状況で推移しました。損益改善に向け、海外展開の強化、価格改定、コスト削減

活動等にグループ一丸となって取組んでまいりました結果、当第１四半期連結累計期間の業績

は、売上高64億3千9百万円（前年同四半期比1.5％減）、営業利益4億3千8百万円（前年同四半期

は営業損失3千2百万円）、経常利益3億7千5百万円（前年同四半期は経常損失1億7千万円）、四半

期純利益2億3百万円（前年同四半期は四半期純損失1億1千3百万円）と減収ながら利益計上となり

ました。 

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 

（炭素製品関連） 

電極部門は、国内については電炉業界の需要は引き続き低迷し、海外についても依然厳しい環

境のなか、販売価格の改善に向け、低価格品の販売抑制を進めたことから販売数量は減少いたし

ましたが、利益面では改善いたしました。 

ファインカーボン部門は、半導体市場、太陽電池市場の一部に回復が見られ、炭素繊維および

特殊炭素材料については僅かに販売数量の改善は見られました。しかし新規設備投資等の本格的

な回復には至らず、依然低水準の販売状況となっております。また、リチウムイオン電池負極材

は販売量の低迷が続いております。 

一方で、炭化けい素繊維の販売は堅調に推移いたしました。また、不浸透黒鉛製品の販売につ

きましても概ね順調に推移いたしました。 

この結果、売上高は61億7千1百万円（前年同四半期比1.4％減）と減収ながら、セグメント利益

（営業利益）は3億7千2百万円（前年同四半期は営業損失1億6百万円）となりました。 

 

（不動産賃貸関連） 

賃貸オフィスビルの稼働率は前年同四半期と変化なく推移したことから、売上高は1億3千6百万

円（前年同四半期比0.0％増）、セグメント利益（営業利益）は5千7百万円（前年同四半期比

0.3％増）となりました。 
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（その他） 

産業用機械の受注が低調に推移しましたことから、売上高は1億3千1百万円（前年同四半期比

7.8％減）、セグメント利益（営業利益）は8百万円（前年同四半期比46.9％減）となりました。 

 

(2）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間における総資産は、558億7千9百万円となり、前連結会計年度末に比

べ12億3千5百万円の減少となりました。流動資産は、たな卸資産の増加4億2千4百万円がありまし

たが、売上債権の減少15億2千1百万円により、304億6千1百万円と前連結会計年度末に比べ11億7

千7百万円の減少となりました。固定資産は、投資有価証券の時価上昇等3億4千1百万円、投資そ

の他の資産の従業員等生命保険掛金の増加8千4百万円がありましたが、有形固定資産の減価償却

の進捗6億7百万円により、254億1千7百万円と前連結会計年度末に比べ5千7百万円の減少となりま

した。 

負債は、190億4千6百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億7千7百円の減少となりました。

流動負債は、仕入債務の減少4億7千9百万円、短期借入金の減少1億4千8百万円により、146億8千6

百万円と前連結会計年度末に比べ10億4千1百万円の減少となりました。固定負債は、長期借入金

の約定返済などにより前連結会計年度末に比べ3億3千5百万円減少し、43億5千9百万円となりまし

た。 

純資産は、配当金の支払5億6千8百万円及び四半期純利益2億3百万円並びにその他有価証券評価

差額金の増加3億1千9百万円により、368億3千3百万円と前連結会計年度末に比べ1億4千2百万円の

増加となりました。 

 

(3）研究開発活動 

当社グループの当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は6千2百万円（全額炭素

製品関連セグメント）であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成27年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成27年５月11日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 118,325,045 118,325,045 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式。 

単元株式数1,000株。 

計 118,325,045 118,325,045 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成27年１月１日～ 

平成27年３月31日 
－ 118,325,045 － 7,402 － 1,851 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づ

く株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  4,691,000 
－ 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 112,908,000 112,908 同上 

単元未満株式 普通株式   726,045 － 同上 

発行済株式総数 118,325,045 － － 

総株主の議決権 － 112,908 － 

（注）１．単元未満株式には、当社所有の自己株式475株が含まれております。 

２．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有

していない株式が１千株（議決権１個）含まれております。 

３．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15千株（議決権15個）含ま

れております。 

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 

日本カーボン株式会社 

東京都中央区八丁堀 

２－６－１ 
4,691,000 － 4,691,000 3.96 

計 － 4,691,000 － 4,691,000 3.96 

（注） 「自己名義所有株式数」のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が

１千株あります。 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27

年１月１日から平成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成26年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,193 8,151 

受取手形及び売掛金 ※２ 8,800 7,278 

商品及び製品 8,602 9,087 

仕掛品 3,491 3,366 

原材料及び貯蔵品 1,868 1,932 

その他 683 645 

貸倒引当金 △0 △0 

流動資産合計 31,638 30,461 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 19,369 19,335 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △11,521 △11,592 

建物及び構築物（純額） 7,848 7,743 

機械及び装置 37,176 37,372 

減価償却累計額 △30,566 △31,088 

機械及び装置（純額） 6,609 6,284 

車両運搬具及び工具器具備品 2,808 2,811 

減価償却累計額 △2,468 △2,491 

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 340 320 

土地 4,083 4,083 

建設仮勘定 106 170 

有形固定資産合計 18,989 18,602 

無形固定資産 65 72 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,567 4,908 

その他 1,889 1,869 

貸倒引当金 △35 △36 

投資その他の資産合計 6,421 6,742 

固定資産合計 25,475 25,417 

資産合計 57,114 55,879 
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    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成26年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※２ 4,394 3,915 

短期借入金 9,142 8,994 

未払法人税等 302 126 

賞与引当金 112 259 

役員賞与引当金 41 8 

その他 ※２ 1,733 1,381 

流動負債合計 15,728 14,686 

固定負債    

長期借入金 906 810 

退職給付に係る負債 1,959 1,738 

役員退職慰労引当金 78 61 

環境対策引当金 22 22 

資産除去債務 73 73 

その他 1,655 1,654 

固定負債合計 4,695 4,359 

負債合計 20,423 19,046 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,402 7,402 

資本剰余金 7,800 7,800 

利益剰余金 15,556 15,392 

自己株式 △882 △883 

株主資本合計 29,878 29,712 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,761 2,081 

繰延ヘッジ損益 △55 △34 

為替換算調整勘定 42 47 

退職給付に係る調整累計額 △117 △112 

その他の包括利益累計額合計 1,631 1,982 

少数株主持分 5,180 5,138 

純資産合計 36,690 36,833 

負債純資産合計 57,114 55,879 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年３月31日) 

売上高 6,538 6,439 

売上原価 5,625 5,074 

売上総利益 913 1,365 

販売費及び一般管理費 945 926 

営業利益又は営業損失（△） △32 438 

営業外収益    

受取賃貸料 4 5 

固定資産売却益 － 18 

その他 16 15 

営業外収益合計 20 38 

営業外費用    

支払利息 33 19 

支払手数料 39 － 

為替差損 34 74 

持分法による投資損失 0 1 

和解金 43 － 

その他 7 7 

営業外費用合計 158 102 

経常利益又は経常損失（△） △170 375 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△170 375 

法人税、住民税及び事業税 52 158 

法人税等調整額 △45 5 

法人税等合計 7 163 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△177 211 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △63 8 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △113 203 

 

- 10 -

2015/05/08 18:25:57／15077771_日本カーボン株式会社_第１四半期報告書



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△177 211 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △163 320 

繰延ヘッジ損益 9 18 

為替換算調整勘定 △26 8 

退職給付に係る調整額 － △0 

その他の包括利益合計 △180 347 

四半期包括利益 △357 559 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △282 546 

少数株主に係る四半期包括利益 △75 13 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25

号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文

及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用

し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に近似した

年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映し

た単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。退職給付会計基準等の適用につい

ては、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連結会計期間の

期首において、当該変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が200百万円減少するとと

もに、利益剰余金が200百万円増加しております。 

なお、これによる当第１四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 偶発債務 

下記の関係会社の借入金について連帯保証を行っております。 

前連結会計年度 
（平成26年12月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成27年３月31日） 

日本カーボン・メルセン㈱ 60百万円 日本カーボン・メルセン㈱ 70百万円 

浙江翔日科技炭素有限公司 79 〃 浙江翔日科技炭素有限公司 79 〃 

  （4,180千人民元）   （4,180千人民元） 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決裁処理しており

ます。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形

が、連結会計年度末残高に含まれております。 

 
前連結会計年度 

（平成26年12月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成27年３月31日） 

受取手形 128百万円 ―

支払手形 187 〃 ―

設備関係支払手形 13 〃 ―

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおり

であります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日） 

減価償却費 662百万円 612百万円 
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 568 5.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 568 5.00 平成26年12月31日 平成27年３月31日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
 

炭素製品 
関連 

不動産 
賃貸関連 

その他 計 

売上高            

外部顧客への売上高 6,259 136 142 6,538 － 6,538 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － 80 80 △80 － 

計 6,259 136 223 6,619 △80 6,538 

セグメント利益又は損失（△） △106 57 16 △32 － △32 

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は四半期連結損益計算書の営業損失と同額であります。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
 

炭素製品 
関連 

不動産 
賃貸関連 

その他 計 

売上高            

外部顧客への売上高 6,171 136 131 6,439 － 6,439 

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - 65 65 △65 － 

計 6,171 136 196 6,505 △65 6,439 

セグメント利益 372 57 8 438 － 438 

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益と同額であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成26年１月１日 
至 平成26年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年１月１日 
至 平成27年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△） 
△1円00銭 1円79銭 

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円） 
△113 203 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（百万円） 
△113 203 

普通株式の期中平均株式数（千株） 113,693 113,629 

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成27年５月７日
 
日本カーボン株式会社 
 
  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 飯  野  健  一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山  本  哲  生  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本カーボン

株式会社の平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年

１月１日から平成２７年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年１月１日から平成２７年３月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本カーボン株式会社及び連結子会社の平成２７年３月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年５月11日 

【会社名】 日本カーボン株式会社 

【英訳名】 Nippon Carbon Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  伊東 郁夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 － 

【本店の所在の場所】 東京都中央区八丁堀二丁目６番１号 

【縦覧に供する場所】 日本カーボン株式会社大阪支店 

（大阪市北区西天満４丁目11番22号（阪神神明ビル内）） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長伊東郁夫は、当社の第157期第１四半期（自 平成27年１月１日 至 平成27

年３月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

 

２【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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